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は じ め に 
 
この計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき作成する「十日町地域防災計画(震災

対策編)」として、十日町市防災会議が作成する計画であり、合併後の十日町市の防災対策

について、住民、事業所等及び市、県その他防災関係機関の責務、役割等を定めるものです。 
計画作成にあたり、新潟県中越大震災、豪雪、土砂災害等頻発する近年の自然災害におけ

る対応の課題等について検討した結果、次の 6 つの事項を基本として作成しました。 
 

1 住民、事業所等及び市、県その他防災関係機関のそれぞれの役割分担と責任の明確化 

2 地域における自主防災組織等の組織化の推進と防災意識の高揚 

3 自治体間や事業所、各種団体、ボランティア等との協力・支援体制の強化 

4 避難体制の強化と避難生活環境の改善 

5 要配慮者への対策の強化 

6 食糧・物資の確保と供給体制の強化 
 

この 6 つの事項について必要となるのは、一人一人の住民や事業所、各種団体等が日ご

ろから災害に備え、災害に対応できる体制を整えるとともに、地域においてお互いが助け合

い、協力し合うことが重要であるということです。 
「自分の身は自分で守る。」「自分たちの地域の安全は自分たちで守る。」ことが、災害に

よる被害を最小限に抑え、早期に災害を克服することにつながります。 
このような考え方と視点に立って、住民の理解と協力を得ながら、防災関係機関がそれぞ

れ持つ役割と責務を果たし、安全で安心なまちづくりの実現に向けて取り組みます。 
 
 

                       十日町市防災会議会長 
十日町市長 関 口 芳 史 
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